
１. 団地内に区分所有建物α（区分所有者ＡＢＣ）と区分所有建物β（区分所有者ＤＥＦ）があり、

団地の敷地全体をＡ～Ｆの６名が共有している（持分６分の１ずつ）。

２. Ａは、専有部分と敷地利用権（団地の敷地の共有持分）に抵当権を設定している。

３．団地の敷地を区分所有建物αとβの各敷地に分割した（α建物の敷地〔α敷地〕につきＡＢＣ

が持分３分の１ずつ、β建物の敷地〔β敷地〕につきＤＥＦが持分３分の１ずつ取得）。

Ａの団地の敷地の共有持分に設定された抵当権はどのように取り扱われるか？

【検討例】
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【検討例】

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

A

B

C

D

E

F

A

B

C

F⇒ABC

E⇒ABC

A⇒DEF

D⇒ABC

B⇒DEF

C⇒DEF

F

E

D

（α敷地） （β敷地） （α敷地） （β敷地）

β敷地のＤＥＦの持
分（各３分の１）に、
各１８分の１（Ａの
元の持分）の限度で、
Ａの設定した抵当権
が存続？

（※青色部分が抵当権が存する部分）
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（前提となる考え方）

ＡＢの２名が等しい持分で

共有する甲土地のＡの持分に

抵当権が設定されていた場合

において、甲土地が現物分割

されたときは、ＡＢそれぞれ

が取得する各区画部分（乙土

地、丙土地）上に、Ａの元の

持分割合（２分の１）に応じ

て存続する。（大判昭和１７年４月

２４日・民集２１巻４４７頁参照）
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